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調査の概要

２．調査時期 平成１９年７月２５日～８月２４日

１．調査対象

民間住宅ローンを取扱う金融機関に対して、アンケート調査を実施。本調査結果は、回答が得られた機関からの調査対象サンプル（総サンプル数
N＝３４１）を集計したものである。

ただし、設問によっては、該当なしなどによる無回答の項目があるため、有効サンプル数は異なる（有効サンプルは ｎ として表示）。

３．主な調査項目
住宅ローンへの取組姿勢、金利優遇、審査、リスク管理、証券化の動向などに関する事項

＜備考＞調査対象とした商品
【住宅ローン】 新築住宅の建設・購入、中古住宅の購入、リフォームローン

ただし、フラット３５（買取型）（保証型）は除く。

※上記には、借換ローン、宅地購入ローン、つなぎローンも含む。
※特に、断りのない限り、平成19年7月末現在での状況による。

平成19年度 民間住宅ローンの貸出動向アンケート調査結果

平成１９年１０月５日
独立行政法人 住宅金融支援機構

業態 依頼 回収 回収率

都市銀行・信託銀行 9 9 100.0%
地方銀行 62 56 90.3%

第二地方銀行 44 40 90.9%
信用金庫 181 172 95.0%
信用組合 24 22 91.7%

労働金庫 12 12 100.0%
ﾓｰｹﾞｰｼﾞﾊﾞﾝｸ 16 11 68.8%

その他
（保険会社、信農連等）

27 19 70.4%

計 375 341 90.9%

N=341
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Ⅰ 民間住宅ローン貸出の全期間・10年超の長期固定金利は、１割程度

Ⅱ 住宅ローン積極化理由は、残高増強や家計との取引向上

Ⅲ 顧客層の中心ターゲットは、中低所得(年収800万円程)、30･40歳代、一次取得者、注文戸建

Ⅳ 顧客への情報提供は、「改善の余地がある」との認識

Ⅴ 他機関との商品差別化ポイントは、金利優遇や審査の速さ

Ⅵ 金利優遇は、期間限定が多いが、半数の金融機関では恒常化

Ⅶ 事前審査の所要期間は、平均２．４営業日で「来店」が中心

Ⅷ 金利決定の参考指標は、調達コストよりも競合機関の動向

Ⅸ 金融機関が懸念する住宅ローンのリスクは、利鞘縮小と延滞増加

Ⅹ 今後の営業戦略は、全期間固定・長期固定金利商品が中心に

項 目
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Ⅰ．民間住宅ローン貸出の全期間･10年超の長期固定金利は、１割程度

平成18年度、新規貸出額（金利タイプ別）実績は、３年固定（26.0%）、10年固定（25.6%）が中心。
全期間固定（8.4%）や10年超固定（5.3%）は、合わせて１割程度（13.7%）。

なお、新規貸出の４分の１は借換（借換割合：平均25.5%）。

平成１８年度 金利タイプ別の貸出実績 （金額加重平均）

14.0%

29.0%

9.7%

6.8%

26.0%

29.3%

8.9%

11.2%

25.6%

14.0%

5.3%

1.9%

2.0%

1.3%

8.4%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新規 n=210

残高 n=207

変動金利型 ２年固定 ３年固定 ５年固定 10年固定 その他 10年超 全期間固定型

変動型 固定期間選択型 全期間固定型

１０年超、全期間固定

１３．７％
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90.5%

89.9%

8.3%

8.3%
1.8%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅ローン(新規）
 n=337

住宅ローン(新規）
 n=337

（現在）積極的／（今後）積極化 (現在）自然体/（今後）現状維持 （現在）消極的/（今後）縮小

住宅ローンへの取組姿勢［現在/今後］

現在

今後

45.3%
40.6%

21.1%
11.7%

6.7%
4.7%
4.4%
4.0%
3.7%
4.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

貸出残高増強

家計との取引向上

企業貸出の伸び悩み

貸倒が少ない

住宅以外の個人貸出の伸び悩み

住宅ローンが主たる業務

収益性が高い

市場占有率の向上

新ＢＩＳ規制への対応

その他

複数回答可

今後の取組を積極化する理由

住宅ローン（新規）　n=298

Ⅱ．住宅ローン積極化理由は、残高増強や家計との取引向上

ほとんどの金融機関（90.5%）は、住宅ローンへ積極的に取り組んでいる。
今後も積極化の意向だが、その理由は「貸出残高増強」（45.3%）、「家計との取引向上」（40.6%）など。
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Ⅲ．顧客層の中心ターゲットは、中所得者、30･40歳代、一次取得者、注文戸建

住宅ローンの顧客層として重視している層は、年収や年齢、取得形態、住宅の種類による分類では、
半数以上の金融機関が次のような顧客層を挙げている。

①年収： 中所得者（年収800万円程度） ６５．９％ ②年齢： ３０歳代 ５２．３％、 ４０歳代 ４８．３％
③取得形態： 一次取得者（はじめて住宅取得する方） ８８．２％ ④住宅の種類： 新築戸建（注文住宅） ７１．１％

1.9%

65.9%

34.1%

52.3%

48.3%

0.9%

0.3%

12.1%

88.2%

0.9%

71.1%

21.7%

10.6%

2.5%

2.5%

0.6%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高額所得者（年収1200万円超）

中所得者（年収800万円程度）

低所得者（年収400万円程度）

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳以上

返済実績のある借換者

一次取得者

二次取得者

新築戸建（注文住宅）

新築建売住宅

新築分譲マンション

中古マンション

中古戸建

セカンドハウス

投資用物件

複数回答可

年収　（n=323)

取得形態　(n=322)

年齢　(n=323)

住宅の種類　(n=322)

住宅ローンの顧客層として重視しているもの
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80.2%

54.1%

48.0%

38.7%

18.9%

18.0%

12.3%

4.8%

2.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

住宅事業者等を通じた情報提供

ホームページによる情報提供

窓口等での個別対応

顧客紹介や訪問等による口コミ情報

織込みチラシ等によるエリア対応

ｗｅｂ等のＩＴ活用による個別対応

新聞等での情報提供

ＴＶ等を通じた情報提供

専門雑誌等による情報提供

顧客への情報提供における今後の重視方策

３つまで回答可

n=333

住宅ローンに関する顧客への情報提供について、「住宅事業者等を通じた情報提供」（80.2%）、「ホームページに
よる情報提供」（54.1%）、「 窓口等での個別対応」（48.0%）などが、今後の重点方策として挙げられている。

顧客への情報提供（現状）については、ほとんどの金融機関が「改善余地がある」（78.2%）と考えている。

Ⅳ．顧客への情報提供は、「改善余地がある」との認識

現状で十分
4.2%

現状では不十分
17.6%

改善の余地がある
78.2%

顧客への情報提供［現状］
n=335
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65.0%

58.3%

46.5%

29.9%

28.7%

28.4%

22.4%

16.3%

12.7%

10.6%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

金利優遇

審査結果の速さ

金利水準の低さ

保証料や手数料の低さ

融資割合(100%,120%ﾛｰﾝ)

保険等による付加価値の充実

提出書類の簡素化

融資要件の拡充緩和

借換え利用者の優遇

返済方法の多様化

その他

他機関の商品との差別化ポイント

複数回答可

n=331

Ⅴ．他機関との商品差別化ポイントは、金利優遇や審査の速さ

商品差別化ポイントとしては、 「金利優遇」（65.0%）、 「審査結果の速さ」（58.3%）を６割前後の金融機関が挙げ、
次いで「金利水準の低さ」（46.5%）など。
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Ⅵ．金利優遇は、期間限定が多いが、半数の金融機関では恒常化

① 金利優遇の取扱いは、「期間限定（キャンペーン商品等）」６６％、「恒常的な制度」５３％となっている。
② 優遇幅は、「期間限定」において、通期での適用に比べ、当初期間の優遇幅が大きい傾向がある。

有
53%

無
47%

有
66%

無
34%

期間限定（キャンペーン商品等）
n=334

恒常的な制度
n=331

金利優遇の取扱い

4.7%

40.8%

15.6%

32.0%

47.7%

38.2%

17.1%

40.1%

50.8%

22.7%

45.8%

43.6%

38.9%

17.7%

32.8%

30.5%

6.5%

17.3%

34.2%

13.3%

0.9%

0.8%

1.4%

0.8%

3.6%

0.8%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

当初期間　n=193

それ以降　n=147

通期　n=122

当初期間　n=128

それ以降　n=107

通期　n=110

0.5%以下 1.0%以下 1.5%以下 2.0%以下 2.5%以下 ３．０％以下

金利優遇における最大優遇幅

恒常的制度

期間限定

(平均 1.4%）

(平均 0.9%）

(平均 0.7%）

(平均 1.0%）

(平均 0.7%）

(平均 0.6%）
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事前審査（正式なローン申込前に行う仮の審査）の所要期間は、平均2.4営業日（本審査は、平均3.1営業日）。
事前審査サービスの申請方法は、「来店」（86.5%）が中心。

Ⅶ．事前審査の所要期間は、平均2.4営業日で「来店」が中心

０営業日（当日）
0.7%

７営業日
2.0%

５営業日
5.6%

６営業日
0.3%

４営業日
4.3%

３営業日
30.6%

１営業日
24.3%

２営業日
32.2%

事前審査の所要期間（申請～結果回答）　n=304

平均２．４
営業日

86.5%

38.5%

20.1%

7.6%

21.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

来店

ファクシミリ

郵送

インターネット

その他

n=304

事前審査の申請方法

複数回答可
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金利決定に際する主な参考指標として、７割から８割の金融機関が「競合する他機関の金利」と回答、依然、

比較的低い預金金利等を背景に「調達コスト」を上回る状況。

Ⅷ．金利決定の参考指標は、調達コストよりも競合機関の動向

15.0%

11.0%

9.5%

0.3%

21.1%

84.5%

56.1%

23.6%

2.1%

34.5%

5.8%
11.6%

1.2%

73.4%

56.3%

0%
0.4%

75.1%

56.7%

23.6%

1.3%

23.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

競合する他機関の金利

調達コスト

長期国債流通利回り

無担保コールレート（オーバーナイト）

スワップ金利

ユーロ円３カ月先物金利

米国の長期金利

先進諸国の金利差

その他

変動金利　ｎ=327

固定期間選択型　n=330

全期間固定金利型　n=233

複数回答可

金利決定に際しての参考指標
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83.3%

69.9%

56.0%

52.7%

33.6%

28.6%

22.0%

17.9%

11.6%

9.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

貸出競争激化に伴う利鞘縮小

金利上昇局面における延滞増加

優遇措置終了後の他機関への借換

景気低迷による延滞増加

地価低迷による担保価値の下落

ＡＬＭ管理の困難さ

リスク把握に必要な繰上返済や延滞のデータ整備

商品の開発・改善に伴うシステム対応

金利下降局面における繰上返済の増加

デリバティブ等のリスクヘッジ手段の限界

その他

複数回答可

n=336

住宅ローンについて懸念するリスク（問題）

半数以上の金融機関が挙げた住宅ローンについて懸念するリスク（問題）は、「貸出競争激化に伴う利鞘縮小」
83.3%、「金利上昇局面における延滞増加」69.9%、「（金利）優遇措置終了後の他機関への借換」56.0%、「景気低迷
による延滞増加」52.7%など。

Ⅸ．金融機関が懸念する住宅ローンのリスクは、利鞘縮小、延滞増加



12

Ⅹ．今後の営業戦略は、全期間・長期固定金利商品が中心に

今後、民間住宅ローンの営業戦略の中心は、「全期間固定・長期固定金利商品」（41.7%）。

（注）一部複数回答があるため、構成比が100%超となっている。

全体 n=333
特になし

9.6%

変動金利商品
7.5%

短期固定金利
（2、3年）商品

14.1%

中期固定金利
(5、7年）商品

27.6%

全期間・
長期固定

金利
(10年含む)

商品
41.7%

今後、営業戦略として重視する商品


